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中 島 健 二
III連邦憲法とサラワクの特権
サバ,サ ラワクは連邦 加盟 の見返 りとして,連 邦か らの潤沢 な財政援助 を受
け ることとな った。 しか し,交 渉以前か ら豊富 な石油資源 に恵まれていた ブル
ネイに とっては,こ の条件は それ ほ ど魅 力的な ものではなか った。その うえ,
交 渉の場 で,マ ラヤ側が ブルネイの石 油管轄権 を連邦成 立後か ら10年間 に限定
す る意 向 を示 した のだか ら,ブ ルネイが構 想に最後 まで前向 きの姿勢 を とれ な
か った の もうなず ける20㌔
ところで,こ の10年間 とい う期 限は,連 邦成立か ら11年目の74年にサバ,サ
ラ ワクの石油権 限 を連邦へ移譲す る方針 を打 ち出 した新石油法 が制定 された こ
とと符号 してお り,興 味深 い。はた してマラヤ連邦政府 はサ ラワク沖合油 田が
まだ発見されていない時点で,ボ ルネオ地域のすべての耳油を10年程度をめど
に 自 らの手 に移管す る意 図を持 っていたのだ ろうか。少 な くと もマ ラヤ政府 は
サ ラ ワク との連邦加盟交渉 の場 では,石 油の権 限 に対す る将来 的な意思 を示 さ
なか ったau。その理 由は確証 で きな いが,お そら くた とえサラ ワク沖 での大 型
油 田発 見の公 算が大 ぎか った に して も,連 邦 がその権 限を確保 す るための法的
根拠 をまだ有 して いなか 一フたこ とにあるのではないか。ブルネ イの主力油田 は
20)1963年2月の交渉では連邦側が ブルネイの政府収入 と外 貨準備 に一定 の保 証 を確約 し,ブ ル ネ





海 岸 に位置 していたか ら,豊 富 な石油 資源 の管轄 の問題はすみやか に決着 をつ
け るべ き懸案事 項 であった。 そ してその交渉 は決裂 した。一 方,微 妙な タイ ミ
ングか ら,連 邦 とサ ラ ワクの交渉 の場 では,石 油 は話題 に ものぼ らなか ったの
であ る。
しか し,最 初 の沖 合油 田が発見 され た後 も,さ らには66年に 「大陸棚法」 と
「石油鉱業法」 が制定 され,沖 合 油 田を領有す る法 的根拠 を確立 した後 も,連
邦側は石油 の問題 を持 ち出そ うとは しなか った。重要 なこ とは,土 地資源 と開
発政策 に対す る権限 の所在 とその不可 侵性 の保 障 とい うIGCの 合意原則 が こ
の間 に打 ち立て られ た ことであ る。 この合 意原 則は両州 を連邦加盟へ と歩み寄
らせた最大 の誘因の一つ なのであ り,連 邦 政府 はそれに明 らか に抵触す る二法
の適用 によって,沖 合原油へ の期待 を強 く抱いていたサ ラワク州の反 感 を不必
要 に買 うことを恐れ たの では ない か と思わ れ るのであ る。折 も折,65年 にシン
ガポールが連邦 を離脱 し,連 邦構想の基軸 が崩れた ことや対 シンガポ ール 自由
貿 易の終 息への失望 な どを理 由に,サ バ,サ ラワクか らも連邦維 持の再検 討や
離脱 を要求 す る声が一部 の有 力政党か らあが っていた22>。
とはいえ,ブ ルネ イとの交 渉の なか でマ ラヤ政府 が将来 の石油 資源 の移 管の
意 思を一度 で も表明 した ことの意 味は けっ して小 さ くない。 とい うのは,た と
え連邦 加盟 時に州の石油権 限が憲法に よって保 障 された として も,ブ ルネイの
ス ルタ ンの法律顧 問が述 べてい るよ うに,連 邦政府が石油権益 に固執 し続 けた
と した ら,憲 法 改正 とい う非 常手 段に訴.えてで もそれ を奪い取 る ことは可能 で
あ った か らであ る28)。結局,こ の懸念 が最 大の障害 とな り,ブ ル ネイ はイギ リ
22)サバの 自律性 を主張 し,親 連邦派の指導者 ムス タファ(州 知 事)と ことごと く対立 して きた
UPKO(UNKOの後身)の 指導 者で州 主席 大臣のステ ファンは,64年末に連 邦政府の任命 で ク
ァ ラソプルへ赴 任 とな り,本 拠地か ら引 き離 され てい たが,シ ンガポールの分離 をきっかけ に,
サバ のマ レー シア残 留の当否 を問 う住民投票 の実施 を暗 に提案 し.連 邦 内閣か らも罷免 されて し
ま う。伊藤潔 「マ レー シア ・サバ州にお ける複合民族社会 の政治事 情」 『アジア研究 所紀要』第
13巻,1986年167一⊥68ページ0
23)「石油 に対す る権 限を誰 が有す るか とい う問題 だけで はな く,新 たな油 田が将 来発 見された場
合,そ の土地 に誰 が権 力を行 使で きるか とい うこともまた問題で ある。土地は現行 のマ ラヤ,サ
ラワ ク,サバの 憲法 で も州 の権 限 とされて きたが,憲 法 改正に よって錫鉱 山とその生 産の支配/
56(56)第148巻 第L・2・3号
ス保護 領のまま とどま ることとなった のである5
マ レーシア憲法は世界 で も最 も改正 の多い憲法 として有名 であ り.一 般 には
連邦下院 の2/3の多数決 で改正 は可能 とな る。 しか し,サ バ,サ ラワ クの特権
的地位 に関係す る条項 に関 しては,こ れ ら2州(も しくは関係す る どち らか1
州)の 同意 を必要 とす る。言 い換 えれば,改 正に対 して これ ら2州 は.拒否権 を
発動す る ことがで きる。 ただ し,そ の同意 を与 えるのは両州 の議会 ではな く,
体制 の象徴 的地位 にあ る知事(Governor)であ るとされた。はた して知事 が住
民 の コン.センサスを得た うえで,そ れ を同意権(拒 否権)の 行使 に反映 させ る
か どうかは保証 の限 りでは なか った24)。その うえ,65年のシ ンガポールの離脱
が連邦議会のi勢力地図 に重大 な影響 を与 え ることとな った。連邦発足 直後,シ
ンガポ ール とサバ,サ ラ ワクを合 わせた連邦下 院の議席 数はか ろ うじて1/3を
越 えていたが,シ ンガポ ール離脱後,両 州の議席 数 は1/3を割 り込ん だ。 マ ラ
ヤ側は こうして両州 の知事 の同意 さえ あれば,.住民 の総意 を計 る こともな く.
憲法 の改正 に踏 み切 ることが可能 とな った ので ある25)。しか も.マ ラヤ連合党
=連 邦政府 は この肝心 の知事 のポ ス トにマ レー ・イス ラムの人物 を据 え ること
に成功 していた。 マ レーシア条項 で保障 された サバ,サ ラワクの 自律 的な地位
とは裏腹 に,知 事 や行政 を担 う首相の職 に親中央政権 の人物 をっ け,彼 らを遠
隔操 作す ることがUMNOな どマ ラヤ側 の干渉 の常套手段 とされ たのであ る。
この点 については,次 の節で も触れ る。
要 す るに,66年の二法 の即座 のサバ,サ ラワクへの適 用は両州 をいたず らに
刺 激す るこ とを恐れ ℃実行 され なか ったが,連 邦政 府はいず れは両州へ それ を
適 用す る とい うかた ちで,マ レーシア条項 を破 る余地 を残 した。州は憲法 を盾








の拡張 に難色 を示 したの であ るが,憲 法改正 とい う非常 手段 が原 理的 に実 行可
能 であ るとい うことはそれ 自体 で,州 に対す る大 きな威圧 とな っていた。68年
7月 にサ ラ7ク 最初 の沖 合油 田が生産 を開始 し,原 油生 産量 は前 年 比4.4倍、
生産額 は4.8倍に達 した26)。石油企業 の所得 が増大す る関係 上,こ こに い た っ
て.こ の油 田を含 む大陸棚 一帯の資源が どこの管轄下 にあ るのか を改 めて明確
に定 めてお くこ とが緊要 の問題 となった。
連邦政府蔵相 とサ ラワク州首相 タウ ィ ・ス リとの12月の会談 で,「大陸棚法」
の拡張問題 につ いて初 めて話 し合 いが もたれた。席上,連 邦政府 か らの特別助
成金 の うちescalatinggrantを69年の2,700万Mドルか ら70年に1,200Mドルへ
削減す るかわ りに,沖 合原油生産 か らの収 入はすべてサ ラ ワク州 が確保す る と
い う案が連邦政府か ら出 され,タ ウィ ・ス リ首相 はそれ に同意 した とい う。 こ
れは連邦側が 「大陸棚法」の拡張 をあ きらめ るか延期 す ることを意 味す る。た
だ し,こ の取 引の 内容は首相 の後 日の説 明によ るもので,連 邦 側 に公式の記録
はない。サ ラワ クの原油生産が その後 も急増 してい くなか.翌 年10月に州 の閣
僚 全員が クアラル ンプル に呼ばれ,資 源 の帰属問題 が再 び交 渉 された ことは,
最初 の接 触で折 合がっか なか った ことを示 している。 しか し,こ の交 渉で も合
意 に達 す ることがで きず,連 邦政府はただ ちに,前 回の交渉 で話題 にのぼ った
と思 われ るescalatinggrantの削減 に加 えて,balancinggrant(それ まで毎
年580万Mドル拠出 され ていた)の 廃 止を通告 した。 その うえ,こ の条件 を受
け入れ てで も石油 の権 限に固執 す るよ うで あれば,当 時発令 中の緊急事態宣言
を法的 な根拠 に(次 節 で説 明),サ ラワク大陸棚 の連邦 領への併 合 を 行使す る
ことを示唆 した。緊急事態 はその後終 息 し,併 合 の措置は実際 には と られ なか
ったが,連 邦政府の このよ うな強硬 な態度 のまえに,州 政府 は沖 合資源の連邦
への帰属 をそれ以後,実 質的 に認 めざるを得 な くな り,石 油収 入を連邦 政府 が





マ レーシア条 項 では,64-68年のescalatinggrantは毎年順 に3.5,7.11.5,
16,21(単位:100万Mドル,以 下同)と 規定 され たz8》。上述 の会 談か ら69年
にはそれが27にまで拡大 された ことがわか る。69年10月に出され た連邦 政府 の
提案は それ を翌年 にユ5削減 し,さ らにbalancinggrant5.8を廃 止す るとい う
ものであ ったが,こ の総 削減額17.8は69年の連邦政府か らの資金配分 の45%
州政府 の経常歳 入 と開発 予算歳入 の18%にも相 当す る。 したが って,も しそれ
が実行に移 されれば 州財政への影響は計 り知れず,突 然の提案に対応 を縛る
時 間的 余裕 はなか ったはずであ る。
では,そ の 見返 りとして得 られ る石油9イ.ヤルテ ィは どうであ ったか。おお
よその見当の域 を越 えないが,71-75年のマ レー シア の ロイヤルテ ィは 総 額
350(州政府178,連邦政府172)であ り,こ れは同期間の原油生産額2,600の14
%に 相 当す る。 この14%とい う比率 は,60年代後半 か らのOPECの 統一課税
方 式 におけ る 〔ロイヤル テ ィ/公 示価格〕 の値12.5%に近似 する。そ こで,こ
の比率 が71年以前 に も妥 当す る こと,71年以後 の連邦政府 の取 り分が もと もと
州政府 の取 り分 であった ものを取 り崩す ものであ った と仮定 す る。 この仮定は
連 邦 「石油法」 に もとつ く71年以降 の連邦政府 の対企 業交渉力 とそれ以前の州
単 独の交渉力 を同一視 してい る点 で,州 の収 入 を過大 に算定す るお それが ある。
しか し,そ の仮定 に もとづいて概 算 して も,ロ イヤル テ ィは69年2.7.70年に
は5.2にしか ならない。71年には23と算定 され る29)。した が って,70年 の 一 年
間 に限れ ば,連 邦 の財政支援 の減 額 を石油収入で補 うことは到底 できなか った
と思われ る。
つ ま り,サ ラワク州政府は69年の交渉時点で石油収入 をは るか に上 回る財政
＼Ph.D.)1971,pp.233-234によ るD
28)DatukBinSerjan,ψ一`∫f.,P・123.
29)原 油 生 産額 は註26),ロイ ヤ ル テ ィは 註10)に同 じ。OPECの 統 一 課 税 方 式 に つ い て はGhanem.
S.,OPEC=TheRiseandFallofcatExclusiveClub,KeganPaulInternational,1986,chap.
6.な お,12.5%の 比 率 は サ バ ・シ ェル とサ バ 政 府 との 協 定 に おい て実 施 され た こ とは確 認 で き
る.S・m…A.,C・L…9,・d・ ・ 伽 鰍 ・吻 ・・勘 渉・ryofSabah・1881-1981・S・bahS・ate,
P.299.
マレーシアの石油権益における連邦と州の対立(59)59
援助 の削減 を突 き付け られたので ある。お そ らく原油生産 の潜在 的能 力は強 く
・認識 され ていたであ ろうが,当 面の収入の減少が いつ 回復す るか までは確定 で
きなか ったであろ う。た とえ,そ れ を覚悟の うえであ くまで石油資源 の主権 を
主張 してみて も,非 常 事態 の特別立法措置 として州沖合 を併合す ることも辞 さ
ない とい うこ と.を示唆 され た以上,州 政府が譲歩 に応 じる以外 に選択 の余地 が
なか った とい うのは当然 であ る。
Iv結 末一 連邦体制の中央集権化 と石油資源の移管一
69年のサ ラ ワクの石油生産量 はまだ相対 的に少な く,連 邦が ボル ネオ2州 の
石油権限 を完全 に独 占す る76年の同州の生産量 のわずか8%に す ぎない。 しか
し,そ の潜在的能力 を見越 していたか らこそ,州 政府 は管轄の移譲 に抵抗 し,
連邦政府は強硬 な態度 でその実現 を図 ったのであ る。サ ラワ ク産石油へ の連邦
政府の課税は71年か ら行 なわれ たが(第1節 参 照),こ の持 すで に連邦政府 は
イ ン ドネ シアにな らって 「生産分与契約」 を実行す る準 備に入 っていた と思わ
れ る。 とい うのは,政 府が この年はや くもサ ラワク ・シ ェルに対 して ロイヤル
テ ィの一部 を現物 で支払 うよ うに要請 しているか らである。 そのね らいは原油
マー ケテ ィングの経 験 を積み,将 来の新方式 の もとで分与 され る原 油の販 売能
力 を高 めてお くことにあ った80)。
71-75年の州 か ら連邦 への石油権 限の移行期は,国 際石油市場 が さらに供給
側 の地歩 を高 めてい く時期 であ った。73年末 までに中東OPEC諸 国は公示価
格(postedprice;中束産 油国の課税 参照価 格。 もと もとはメジ ャーズが独占的
に設定 した中東 か らの原 油積 出価 格)を メジャーズへ諮 るこ とな しに引上 げ る
交 渉力 を獲得 し.た。 中東 の公示価 格は70年か ら74年初 にかけ て5倍 以上 に急騰
し,原 油は一挙 に高価格 時代 を迎 え ることとな った。 また,中 東OPECは60
年 代末 か らの懸案であ った 「権 利参加」(participation)を果た し,そ れ によ.っ
て,こ れ まで譲渡 していた石油利権 を企 業の未償却 の投下資産 を代価 として部
30)Adnan.M.A.,砂.o鵡,p,2憂9.
60(60)第148巻 第1・2・3号
分 的 に買戻 し,以 後 その割合 に応 じて原 油を分与 され る権利 を得 るこ ととなっ
た。政府の原油は実勢価格 よ り高 く売れ,系 列取 引では ない販売 をテ コに売手
市場 を確立 した。
マレーシア連邦政府 は この順 風に乗 って,74年7月 に,「 石油鉱業法」 に代
わ って 「石油開発法」(PetroleumDevelopingAct)を制定 した。その眼 目は
第一 に,イ ン ドネ シアにな らってマ レーシア国営石油公社(PETRONA
S)を 設立 し,同 機関 へ この国の石油資源の所有権 を全面的 に移譲す ることで
ある。 したが って,こ れ まで法 的に未解決の ままで あったサバ,サ ラワク両州
の石油管轄権 も同機 関に完全 に移転 され,同 時 に,そ れ まで石油会社 に譲渡 さ
れ ていた石油 の利権 はすべて無効 とされ る こと とな った。第二 の眼 目は,PE
TRONASが 石油資源 の所有者 であ るのみ ならず,そ の開発 を管理す る 唯.
一 の事業主体 であ るとされた こ.とで ある。翌年 に改正法 が出 され,PETRO
NASの 管理 は石 油製品,石 油化学製品 のマーケテ ィン グにまで拡大 された。
同法 の もとで石 油企 業が政府 と生産分与契約 を結べ ば打撃 を受 け ることは必至
で あ った。74年に生 産 を開始 したばか りのエ ヅソは所期 の予想利 潤の圧縮 が厳
しく,75年に事 業 を一時停止 して抵抗 を試み た。 よ うや く76年末 に連邦 政府 と
シ ニル,エ ッソとの間で合意 を見て,新 しい生産分与契約 が締結 された。 なお,
この ときにまだ探 鉱段階 にあった コノ コは この2社 の契約条件 を不 満 として撤
退 し,そ の鉱区はPETRONASの 子会社 に受 け継がれ た31》。
生 産分与方式 によ って,州 の石油収入 は連邦 と折半 され る ロイ ヤ ル テ ィ に
限定 され る こと とな った。 それ は原油生産量 の5%に 相 当す る。 そ れ に対 し
て,連 邦側 の取 り分 はPETRONASが 生産 量 の27%,政 府 が36.5%とな
31)「石油開発法」 について は,石 油公 団企画 調査 部他,前 掲論文,10-13ページ。 コノコめ撤退
は78年で,同 年PETRONASの 子会社PETRONASCARIGALIが設 立され.そ の鉱区を引
き継いだ。.同社の初 の油田発見 は81年み83年には同社 が単独 で保有 する鉱区はマ レーシア全鉱区
の42%を占め るにいた った。 こ うした上流部門の 自前 の能 力の拡充 のか たわ ら,PETRONASの
方針 とされた下流部門への進 出は83年の独 自の製 油所建設 を もって本格 化 してい く。 それ までの
3っの製油所はいずれ もニ ッ ソかシェルの所 有 と経営 に よる ものであ った。石 油公団企画調査終
値,同 上論文,2,13,ユ5ペー ジ。
㌔マレーシアの石油権益における連邦と州の対立(61)61
る627。両者の差は歴然 と しているが,こ の局面 においては,連 邦 とサ ラワ ク州
との交 渉 よ りも連邦 とサバ州 との交渉 の方 が長 く続 いた。サ ラワク州は71年か
ら実質 的にその石油権 限の大半 を連邦政府へ委ね ていたか ら,今 回の交 渉 も即
決 ではなか ったにせ よ,75年に権 限は正式 に放棄 され た。 もっと も,71-75年
の石油収入 を概 算す ると連邦が624,サラワク州 が168であったか ら,新 方式 に
よって,連 邦 の方が収 入の シェアをさらに伸ばす こ ととな り,サ ラワク州 が一
層不利 な条件 に追 い込 まれ た ことに違いは ない。 それ に対 して,サ バ州政府 が
一方 の契約 当事者 とな っていたサ・ミ・シェルの生産開始は75年であ り,76年に
は いきな りマ レーシア第二 の油田 を抱 えることとなった。石油危機 によって石
油 の重 要性が格段 に高 まった ことを考 えれば,60年代末のサ ラ ワク以上 に,そ
の管轄権 をすん な り移転す る ことに相 当の抵抗 を感 じた ことは想像 に難 くない。
サバ州 が土 地お よび資源 に関す る憲法上 の権利 を放 棄す ることに最終的 に合意
したのは76年6月 の ことであった。
ところで,サ ラワクの68,69年の交渉 で石油権限 の移譲 に難 色 を示 した州政
府 は,中 央 に反発す るSNAPの 首相 ニ ンカンがUMNOの 露骨な圧 力 によっ
て解任 され た後 のマ レー ・イス ラム派 の親連邦政権 であった。 この時期,マ レ
ーシア中央 の与 党連 合政 党 と連邦 政府 は2度 にわ た り,サ ラワクを巻 き込 む非
常事態宣言 を発令 してい る。 最初 は67年に先の ニンカン解任後 の混乱 の収 拾を
図 るた めに同州 に出 され た もので,そ れに よって首 相解 任 を不 当 とす るサ ラワ













「人種暴動」(総 選挙の結果 をめ ぐるアレー人 と華人 との偶発 的な 衝 突 と 流
血)の 直後 に発令 された もので,前 節 でみた ように,連 邦 政府は この非常事態
宣言 を盾 にしてサ ラ ワク州政府 へ石油権限 の移転 を迫 ワたので ある。 マレーシ
ア連邦憲法150条に よれば,非 常事態 の間 ほ憲法 の至高 性が否定 され,連 邦 議
会が非常事態 に際 してのその必要性 を判 断 した うえで可決 した法律 はた とえ連
邦憲法 との整合性 に欠 けて 亀有 効 とされ る84》。連邦政府め強硬 な態度 は こうし
た法的正 当性 に支 え られ ていたのであ る。11
しか し,こ こで指摘 してお くべ きこ.とは,最 初 の非常事態宣言 で安泰 となっ
た親連邦政権 が,第 二 の非常 事態宣言中 に石油権限 をめ ぐって容 易に連邦政府
と折合 がつかなか った とい う事実で ある。興味深 い ことに,サ バ にお いて連邦
の石 油権 益の拡 張 に反発 した の も,そ れ まで連邦政府 に従 順 で 「マレー化」 を
積極的 に推進 していた政権で あった。す なわち,マ ラヤ連 合党ゐ後 ろ盾の もと
に州知事,首 相 を歴任 し,60年代末 にUPKO(UNKOの 後 身)を 勢力減退
と解 散に追い落 とした実力者 ムスタフ ァは,「 石 油開発 法」 の収入配分 に強 い
不 満 と反対 を唱 えた。 これが,ム スタ ファが連邦政府 か ら離反 し,分 離独立 を
考 えるに至 る重要 な一因 とな ったのであ る85》。
連邦体制 にお ける特権的 な地位 こそがサバ.サ ラ ワクを連邦へ と引 き付 けた。
石 油 を 含 む 土 地 お よ び 資 源 の 主 権 の 保 障 も そ の 一 つ で あ っ た 。 に もか か わ らず,
マ レ ー シ ア 連 邦 の 中 央 勢 力 は 連 邦 発 足 当 初 か ら,中 央 が 強 大 な 権 力 を発 揮 し う
る マ ラ ヤ 連 邦 体 制 の 拡 大 を め ざ し た 。 そ し て.遠 隔 操 作 を 容 易 に ほ ど こ せ る
くマ レ ー ・イ ス ラ ム〉 寄 りの 政 権 を 両 州 に こ し ら え る こ と に 腐 心 し た 。 マ ラ ヤ
の 与 党 連 合 政 党 に と っ て,連 邦 下 院 の2/3以 上 の 議 席 を つ ね に 確 保 し て お く こ
＼ され たのであ った。 田村慶 子,前 掲論文,23-27ペー ジ,伊 藤潔 「マ レーシア ・サラ ワクにおけ
る複合 民族社 会の政治事 済」rア ジア研究所紀要』第14巻,1987年,171-172ページ。
34)DatukNicholasFungNgitChung,OP.`証.PP.106-107.
35)註22)参照。下元豊 「マ レーシア ・サバ州 における政 党政 治の展開1961-1976」rアジ 経済』
第27巻第7号,1996年,41-42ページ。 連邦政府 は石油 の利益配分 の問題で反発す るム スタファ
への報復 措置 として,76年に当時実施中の第3次 マレーシア開発計画 のサバでの実 行を一 時見合
わせ,ム スタ7ア とUSNOを 連邦 離脱の具体 的な検討へ と追い やるこ ととなった。 土生 良樹
「サバ州(マ レーシア)の 政変」『海 外事 情』1985年,.第9号91-92ページ。
マレーシアの有油権益における連邦と州の対立(63)63
とが憲法改正 の行使能 力 とい う点か ら絶対的 な権力 の基準 とされ たの と同様 に,
一リ.バ,サラワクの政権 トップの後 ろ盾 として構 えて お くことが両 州に関連 す る
憲法 の修正 を可能 にす るとい う意味で絶対的 な威圧 の手段 とな った。 ところが,
こうして出来上 が った政権 で さえ,連 邦成立復 しば らくして慎重 に持 ち出 され
た石 油権 限の州か ら連邦 への移行 の提案 には容易 に同意 しなか った。 サ ラワク
州 の場合.そ こで持 ち出 されたのが,も う一つ の特権 であ る特別 助成 金の削減
であ り,さ らには非常事態宣言下 で公布 され る法律 の憲法 に対す る優 越性 であ
った。 サバ州の場 合,ム スタフ ァは連邦 に とって好 ま しか らざる指導 者 と見 な
され,連 邦 は彼 を政権 か ら排 除す る動 きに出た。
この ように,石 油権 限 の問題は連邦発足 当初 に標榜 され た く連邦一 ボルネオ
2州〉 の望 ま しい関係 に したが って解決 された のではな く,む しろ連邦 がボル
ネオ2州 に対 して中央集権 的 な権 力 を確 立 して い くうえでの重要 な要 素 とな っ
た のであ り,ま た この関係 の変 質 に沿 って解決 され たのであ る。71,76年の憲
法改正 によ って,連 邦形成 の最 大の要 諦 と も言 えるサ六,サ ラワク現地住 民の
マ レー人 と同等 の特権的地位(註11参 照)と 宗教の 自由に関す る規定 が撤廃 さ
れ,マ レー 「同化」政策 の方 向が明確 に打 ちだ され るこ ととなった細、
76年以降 のマ レー シアの経済発展 に とって,石 油つづ いて天然 ガス が果 た し
て きた役割 は測 り知れ ない日7)。しか し,連 邦政府 に よる石油 ・天然 ガス関連産
業の育成は,本 稿 で見 た ような歴史 か ら出発 してい る。連邦体制下 の 「国民経
済」 はそれ 自体政治的 な力関係 か ら生 じた ものであ る。本稿 はサバ,サ ラワク
が単独 で(あ るいは ブルネイ を含 めた連合組織 として)独 立 で きたか どうか.
36)UatukNicholasYungNgitChun呂,曜).面`.,PP.ユ0ユー102.
37)連邦政府経常収入 に占めるPETRONASの所得税 の比率 は76年の3.7%から84年の18,3%へ,
また石油関連収入の比率 も75年の8%弱 か ら80年の20%弱,81-85年で21%から25%程度へ と着
実 に上 昇(80年に原油輸出従価税(輸出額の25%)が付加 される ようにな った ことが大 きな要因).
さ らに,80年代初め の開発支出 の増大 の際 の国内最大 の資 金源はPETRONASで あ った。 また,
天 然ガス を主な動 力源 ・原料 としてニ ネルギ ー集約的 な資 本財 ・中 間財 を生産 する プロジ ェク ト
btPETRONASと外資導入 を軸 に80年代 に次 々 と展開 され てい く。財 政については木村睦夫,
前 掲論 文112ペ ージ,第19表,安 田信之 「ブ ミプ トラ政策 と工業 調整 法」堀 井健 三他編,前 掲
書,167ペー ジ,第7表,『 アジ ア ・中東動 向年報』各年版 を参照。
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あ るいは両州が石油資源 とその収 入を単独で最大効率的 に配分 でき.たか どっか.
両州が単独 で 「石油開発法」 のよ うな法整 備 を行な った うえで企業 と渡 りあっ
ていけたか どうか とい う議論 の立 て方 をして こなか った。 こ うし顔問題 にはい
ず れ も否定的 な答 が返 って くるであろ うし,そ こか らは連邦 の権限 の高 ま りは
一概 に否定 で きない とい う議論 が導 きだ され るで あろ う。だが,こ れ は これ で
一面的 な論理 を免れ ない ことも事実であ る。要す るに問題 の所在 は連邦 の権 限
強化 にいた る手続 きの正当性いかん なの である。昨年10月のマ レーシア総 選挙
で,サ バ州首 相率い る 「サバ統一党」(PBS)が 連邦 の与 党連合か ら野党側
に くら替 え し,マ ハテ ィール連邦政権 を怒 らせ たが,サ バ が原油 ロイヤル テ ィ
の分配 をめ ぐって連邦政府 と対立 している ことがその背 景にあ る と新聞は報道
してい る88)。石 油 をめ ぐる利害 の対立 は現在 まで尾を引いてい るの である。
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38)『朝 日新聞』199ユ年1月6日 特派員電。
